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大和工機株式会社の株式取得（完全子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、2023年9月28日開催の取締役会において、以下の通り、大和工機株式会社（以下「大和工機」とする）

の全株式を取得し、子会社化することについて決議し、本日付けで株式譲渡契約を締結いたしましたのでお知ら

せいたします。今後、必要な手続きを経て2023年11月1日に株式の譲渡を実行する予定です。 

 

記 

 

１． 株式取得の理由及び目的 

 当社は、工作機械、半導体関連装置の両分野における「総合砥粒加工機メーカー」として研究・技術開発を

推進し、高性能の製品を生産・販売することでお客様の多様なニーズに応えられるよう取り組んでおります。 

 一方、大和工機は創業以来、産業機械・生産設備の製作及びメンテナンスを主な事業とし、発注先のニーズ

に沿って半導体製造装置や真空装置などの組立・製造を行っており、複数棟保有する大型のクリーンルーム

（洗浄度クラス10000）は九州でも有数の生産設備であることに加え、豊富な納品実績により高い設計・加工技

術を蓄積してきております。また、大和工機が本社を構える九州南部は、半導体関連の生産において極めて重

要な拠点であります。 

 この度の株式取得により、大和工機を当社半導体関連装置の新たな製造拠点と開発ラボとして活用し、今後

の半導体ニーズに対応してまいります。また、両社の技術・ノウハウをはじめとする事業リソースを組み合わ

せることで、大和工機の更なる発展に資すると共に、当社の主力事業領域である半導体関連装置の開発・設

計・製作・販売にかかる一連の機能強化、提供価値の更なる向上に繋がるものと判断し、今回の株式譲渡契約

締結に至りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

２． 株式を取得する会社の概要 

（ 1） 名 称 大和工機株式会社（http://yamatokouki.jp/） 

（ 2） 所 在 地 宮崎県都城市高城町穂満坊 1002-2 

（ 3） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 平 美代子 

（ 4） 事 業 内 容 産業機械・生産設備の製作、メンテナンス等 

（ 5） 資 本 金 1,000 万円 

（ 6） 設 立 年 月 1982年 8 月 

（ 7） 従 業 員 数 53 名 

（ 8） 大株主及び持株比率 
相手方が個人のため、意向を踏まえ開示は控えさせていただきま

す。 

（ 9） 

上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

（10） 人 的 関 係 該当事項はありません。 

（11） 取 引 関 係 該当事項はありません。 

（12） 
関連当事者への該

当 状 況 
該当事項はありません。 

 

３． 株式取得の相手先の概要 

（ 1） 氏 名 
相手方が個人のため、意向を踏まえ開示は控えさせていただきま

す。 

（ 2） 住 所 
相手方が個人のため、意向を踏まえ開示は控えさせていただきま

す。 

（ 3） 
上 場 会 社 と 

当該個人との関係 

当社と当該個人及びその近親者との間には、記載すべき資本関係・

人的関係・取引関係はありません。 

 

４． 取得株式数、取得価格及び取得前後の所有株式の状況 

（ 1 ） 移動前の所有株式数 

0 株 

（議決権の数：0個） 

（議決権所有割合：0.0%） 

（ 2 ） 取 得 株 式 数 
20,300株 

（議決権の数：20,300 個） 

（ 3 ） 取 得 価 格 

取得価格につきましては、各分野の専門機関によるデューデリジェ

ンスを実施し、株主と協議して決定しておりますが、相手方が個人

のため、意向を踏まえ開示は控えさせていただきます。 

また、取得価格は直前連結会計年度の末日における連結純資産額の

10%未満であり、開示基準には該当しておりません。 

（ 4 ） 移動後の所有株式数 

20,300株 

（議決権の数：20,300 個） 

（議決権所有割合：100.0%） 

 

５． 日程 

（ 1 ） 取 締 役 会 決 議 日 2023年 9月 28日 

（ 2 ） 契 約 締 結 日 2023年 9月 28日 

（ 3 ） 株 式 譲 渡 実 行 日 2023年 11月 1日（予定） 

 

６． 今後の見通し 

対象会社の株式取得による当期の連結業績に与える影響は軽微でありますが、今後公表すべき事項が生じた

場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

 

以 上 


